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１．はじめに 
 現行道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編では，コンクリートを

充填しない鋼製橋脚に対しては，エネルギー一定則の検討が十分

なされていないことから，地震時保有水平耐力法の適用が見送ら

れている． 
 そこで本研究では，現実的な諸元を有する10種類の鋼製門型ラ

ーメン橋脚に対して，Pushover 解析・弾性動的応答解析の結果を

もとに，エネルギー一定則により推定される弾塑性応答時の最大

応答変位と弾塑性動的応答解析によって得られる最大応答変位を

比較することにより，不静定構造物である鋼製門型ラーメン橋脚

に対するエネルギー一定則の適用性について検討する． 

 
２．解析概要 
(1) 解析モデルおよび入力地震波 

 ここで，図-1に示すような1層1径間の鋼

製門型ラーメン橋脚を対象とした．解析モデ

ルは10種類とし，各構造寸法は，鋼製ラーメ

ン橋脚の実績調査に関する文献1)を参考にし

て現実的な諸元を与えている．また，全ての

モデルに対して，柱・梁断面は補剛材3本を

有する一辺1.6ｍの正方形補剛箱型等断面と

し，鋼材はSM490Yとした．解析に用いた入力

地震波は，実際の耐震設計で使用されている

標準地震波をタイプⅠ，タイプⅡ地震動に対

して，地盤種別ごとにそれぞれ2波とした．

表-1に各モデルの構造寸法および構造パラメ

ータを，表-2に入力地震波の概要を示す．な

お，k は曲げ剛比（梁に対する柱の剛比），λ
は細長比パラメータ， RR は板パネルの幅厚比パラメータ， FR は補剛板の幅厚比パラメータである． 

(2) ファイバーモデルによる骨組解析 

上部構造の死荷重と質量の影響を考慮するため，図-1に示すように柱頂部2箇所に死荷重反力に相当する圧縮軸

力と集中質量を作用させ，道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編に示される曲げと軸力を受ける部材の安定性の照査式

（式(1)）の左辺の値が1になるように，地盤種別ごとに震度法を用いて質点の重量を決定した．要素分割は，骨

組軸線方向を1m毎に分割し，柱・梁断面は板幅方向に40分割，板厚方向に2分割の計80分割とした．また，補

剛材は高さ方向に2分割，板厚方向に2分割の計4分割とした．鋼材の応力‐ひずみ関係は，新技術小委員会2)

で提案されている構成則を使用した．全てのモデルに対して減衰定数は， 01.0=h としている． 
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図-1 鋼製ラーメン橋脚モデル 

表-1 解析モデルの諸元 
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表-2 入力地震波 

タイプ 地盤種別 略称 名称 継続時間
(sec)

最大加速度
(gal)

T1-Ⅱ-1 1968 ITAJIMA BRG.       LG. 40 -362.617
T1-Ⅱ-2 1968 ITAJIMA BRG.       TR. 40 384.925
T1-Ⅲ-1 1983 TSUGARU BRG.       TR. 60 -433.372
T1-Ⅲ-2 1983 TSUGARU BRG.       LG. 60 -424.006
T2-Ⅱ-1 1995 JR TAKATORI STA.   N-S 40 686.831
T2-Ⅱ-2 1995 JR TAKATORI STA.   E-W 40 -672.639
T2-Ⅲ-1 1995 HEPC HIGASHI KOB  N12W 50 -591.034
T2-Ⅲ-2 1995 KOBE PORT ISLAND   N-S 50 -557.427
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ここに， cσ , bσ はそれぞれ柱基部断面に生じる軸方向圧縮応力
度と曲げ圧縮応力度， caσ , cbσ は局部座屈を考慮しない許容軸方

向圧縮応力度と許容曲げ圧縮応力度で， eaσ はオイラーの座屈応

力度である． 
 
３．エネルギー一定則の適用性の検討 
 図-2は，横軸にエネルギー一定則により推定される最大応答
変位 Eδ を降伏変位 yδ で除した塑性率 Eµ ，縦軸に Eµ を弾塑性動

的応答解析から得られる最大応答変位 Dδ の塑性率

Dµ で除した DE µµ をプロットしたものである．各入

力地震波の名称は，表-2に示す略称で表している．
また，凡例内の(2)式は， 10576.0 += EDE µµµ で表さ

れ， DE µµ の下限値を表す式となっている．エネル

ギー一定則により推定される最大応答変位は，全て

の入力地震波に対して安全側の結果となっているこ
とが分かる．また， Eµ の増加に伴い DE µµ も増加す

る傾向が確認された． 
 図-3は，横軸に細長比パラメータλ ，縦軸に DE µµ をプロットし

たものである． DE µµ は，λ に対して明確な相関は認められないが，

Ⅲ種地盤の入力地震波に対して，1.5～3の付近に集中していること
が分かる．他の，構造パラメータ RR , FR , k についても同様の検討を

行ったが，明確な相関はみられなかった． 

 すべての入力地震波に対して安全側の結果となることが確認でき

たが，中には過度の安全側の結果となる場合も確認された．そこで(2)
式より得られる Dµ の補正関数， EED f µµµ ⋅= )( を用いて， Dµ の補正

を行った．なお，補正係数 )( Ef µ は， )10576.0(1)( += EEf µµ で表され

る．補正結果を図-4に示す．今回提案した補正関数から得られた '
Dµ は，

エネルギー一定則により推定される Eµ より，精度が向上しているこ

とが分かる． 
 
４．まとめ 
 本研究では，不静定構造物である鋼製門型ラーメン橋脚に対しても，エネルギー一定則の適用が可能であるか検

討を行った．その結果を以下に示す． 

1. 全てのモデルに対して安全側の結果となり，鋼製門型ラーメン橋脚に対してもエネルギー一定則は適用可能

である．ただし，過度の安全側の結果となることもあることに注意を要する． 

2. エネルギー一定則により推定される最大応答変位は，本研究で対象とした構造パラメータ（λ , RR , FR , k ）

に対する明確な相関は確認されなかったが，Ⅲ種地盤の入力地震波に対して Eδ は Dδ の1.5～3倍程度となる． 

3. エネルギー一定則をもとにした Dµ の推定精度を向上させるため， Eµ の補正係数， )( Ef µ を提案した． 
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図-3 細長比パラメータによる比較 
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図-2 入力地震波による比較 
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図-4 補正関数による補正結果 
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